
JP 2010-231015 A 2010.10.14

(57)【要約】
【課題】接着剤を用いて偏光子と積層しても、接着層から剥がれ難い偏光子保護フィルム
を提供する。
【解決手段】熱可塑性樹脂５５～７５重量部及び弾性体粒子２５～４５重量部を含有する
熱可塑性樹脂組成物の層を有する単層又は多層のフィルムであって、前記弾性体粒子中の
弾性体の数平均粒径が１０～１２０ｎｍであるものを、偏光子保護フィルムとして使用す
る。熱可塑性樹脂は、アクリル系樹脂であるのがよく、弾性体粒子は、アクリル系弾性重
合体を含有する粒子であるのがよい。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱可塑性樹脂５５～７５重量部及び弾性体粒子２５～４５重量部を含有する熱可塑性樹
脂組成物の層を有する単層又は多層の偏光子保護フィルムであって、前記弾性体粒子中の
弾性体の数平均粒径が１０～１２０ｎｍであることを特徴とする偏光子保護フィルム。
【請求項２】
　熱可塑性樹脂がアクリル系樹脂である請求項１に記載の偏光子保護フィルム。
【請求項３】
　弾性体粒子がアクリル系弾性重合体を含有する粒子である請求項１又は２に記載の偏光
子保護フィルム。
【請求項４】
　弾性体粒子が、アクリル系弾性重合体の外側にメタクリル酸アルキルを主体とする重合
体の層を有する多層構造の粒子である請求項３に記載の偏光子保護フィルム。
【請求項５】
　全体の厚さが１００μｍ以下である請求項１～４のいずれかに記載の偏光子保護フィル
ム。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれかに記載の偏光子保護フィルムと偏光子とが接着剤により積層さ
れてなる偏光板。
【請求項７】
　接着剤が活性エネルギー線硬化型接着剤である請求項６に記載の偏光板。
【請求項８】
　請求項６又は７のいずれかに記載の偏光板と液晶セルとを備える液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、偏光子保護フィルム、この偏光子保護フィルムと偏光子とが積層されてなる
偏光板、及びこの偏光板と液晶セルとを備える液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置の部材等に用いられる偏光板としては、通常、偏光子の少なくとも一方の
面に保護フィルムが積層されてなるものが用いられている。この保護フィルムとしては、
通常、熱可塑性樹脂製のものが用いられるが、靭性が不十分で、割れ易いことがある。こ
のため、弾性体を配合して、靭性を向上させることが検討されている。
【０００３】
　弾性体を含有する熱可塑性樹脂製の偏光子保護フィルムとして、例えば、特開平５－１
１９２１７号公報（特許文献１）には、メチルメタクリレート５０～７０重量部、無水マ
レイン酸１０～２０重量部及びスチレン２０～３５重量部からなるアクリル系樹脂と、耐
衝撃性アクリルゴム－メチルメタクリレートグラフト共重合体やブチル変性アセチルセル
ロースなどの強靱性改良剤とからなり、アクリル系樹脂／強靭性改良剤の重量比が６０～
９０／４０～１０である組成物からなる偏光膜保護用フィルムが提案されている。また、
特開２００５－３１４５３４号公報（特許文献２）には、グルタル酸無水物単位を含有す
るアクリル樹脂を６０～９０重量％、アクリル弾性体粒子を７～４０重量％含有し、アク
リル弾性体粒子の平均粒子径が７０～３００ｎｍであり、フィルムの破断伸度が１５％以
上、高張力下１％変形温度が１００℃以上であるアクリル樹脂フィルムが提案されており
、その用途として偏光板保護フィルムが例示され、また、その実施例又は比較例として、
平均粒子径が５０ｎｍ、８５ｎｍ、１２５ｎｍ、１４０ｎｍ又は２０５ｎｍのアクリル弾
性体粒子をアクリル樹脂８０重量部に対し２０重量部配合した例や、平均粒子径が１４０
ｎｍのアクリル弾性体粒子をアクリル樹脂５８重量部に対し４２重量部、アクリル樹脂６
５重量部に対し３５重量部、アクリル樹脂８８重量部に対し１２重量部又はアクリル樹脂
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９３重量部に対し７重量部配合した例が示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平５－１１９２１７号公報
【特許文献２】特開２００５－３１４５３４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来の弾性体を含有する熱可塑性樹脂製の偏光子保護フィルムは、接着剤、特に活性エ
ネルギー線硬化型接着剤を用いて偏光子と積層すると、接着層から剥がれ易いことがある
。そこで、本発明の目的は、弾性体を含有する熱可塑性樹脂製の偏光子保護フィルムであ
って、接着剤を用いて偏光子と積層しても、接着層から剥がれ難い偏光子保護フィルムを
提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記目的を達成するため、本発明は、熱可塑性樹脂５５～７５重量部及び弾性体粒子２
５～４５重量部を含有する熱可塑性樹脂組成物の層を有する単層又は多層の偏光子保護フ
ィルムであって、前記弾性体粒子中の弾性体の数平均粒径が１０～１２０ｎｍであること
を特徴とする偏光子保護フィルムを提供する。
【０００７】
　また、本発明によれば、前記偏光子保護フィルムと偏光子とが接着剤により積層されて
なる偏光板も提供される。
【０００８】
　さらに、本発明によれば、前記偏光板と液晶セルとを備える液晶表示装置も提供される
。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の偏光子保護フィルムは、接着剤を用いて偏光子と積層しても、接着層から剥が
れ難いので、これを用いることにより、偏光子保護フィルムが剥がれ難い偏光板、さらに
は液晶表示装置を得ることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
（偏光子保護フィルム）
　本発明の偏光子保護フィルムは、熱可塑性樹脂５５～７５重量部及び弾性体粒子２５～
４５重量部を含有する熱可塑性樹脂組成物の層を有する単層又は多層のフィルムである。
そして、前記弾性体粒子中の弾性体の数平均粒径は、１０～１２０ｎｍである。
【００１１】
　熱可塑性樹脂としては、例えば、ポリエチレン樹脂やポリプロピレン樹脂のようなポリ
オレフィン樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、ポリエチレンテレフタレート樹脂やポリエチレン
ナフタレート樹脂のようなポリエステル樹脂、ポリカーボネート樹脂、ノルボルネン系樹
脂、ポリウレタン樹脂、アクリル系樹脂が挙げられ、必要に応じてそれらの２種以上を用
いてもよい。中でも、偏光子保護フィルムの表面硬度や耐光性、透明性の点からアクリル
系樹脂が好ましく用いられる。
【００１２】
　アクリル系樹脂は、メタクリル酸アルキルを主体とする重合体であるのがよく、メタク
リル酸アルキルの単独重合体であってもよいし、メタクリル酸アルキル５０重量％以上と
メタクリル酸アルキル以外の単量体５０重量％以下との共重合体であってもよい。メタク
リル酸アルキルとしては、通常、そのアルキル基の炭素数が１～４のものが用いられ、中
でもメタクリル酸メチルが好ましく用いられる。また、メタクリル酸アルキル以外の単量
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体は、分子内に１個の重合性炭素－炭素二重結合を有する単官能単量体であってもよいし
、分子内に２個以上の重合性炭素－炭素二重結合を有する多官能単量体であってもよいが
、ここでは単官能単量体が好ましく用いられ、その例としては、アクリル酸メチルやアク
リル酸エチルのようなアクリル酸アルキル、スチレンやアルキルスチレンのようなスチレ
ン系単量体、アクリロニトリルやメタクリロニトリルのような不飽和ニトリルが挙げらる
。共重合成分としてアクリル酸アルキルを用いる場合、その炭素数は通常１～８である。
アクリル系樹脂の単量体組成は、全単量体の合計１００重量％を基準として、メタクリル
酸アルキルが、好ましくは７０重量％以上、より好ましくは８０重量％以上、さらに好ま
しくは９０重量％以上であり、また、好ましくは９９重量％以下である。
【００１３】
　弾性体粒子は、弾性体を含有する粒子であり、弾性体のみからなる粒子であってもよい
し、弾性体の層を有する多層構造の粒子であってもよい。弾性体としては、例えば、オレ
フィン系弾性重合体、ジエン系弾性重合体、スチレン－ジエン系弾性共重合体、アクリル
系弾性重合体が挙げられる。中でも、偏光子保護フィルムの表面硬度や耐光性、透明性の
点からアクリル系弾性重合体が好ましく用いられる。
【００１４】
　アクリル系弾性重合体は、アクリル酸アルキルを主体とする重合体であるのがよく、ア
クリル酸アルキルの単独重合体であってもよいし、アクリル酸アルキル５０重量％以上と
アクリル酸アルキル以外の単量体５０重量％以下との共重合体であってもよい。アクリル
酸アルキルとしては、通常、そのアルキル基の炭素数が４～８のものが用いられる。また
、アクリル酸アルキル以外の単量体の例としては、メタクリル酸メチルやメタクリル酸エ
チルのようなメタクリル酸アルキル、スチレンやアルキルスチレンのようなスチレン系単
量体、アクリロニトリルやメタクリロニトリルのような不飽和ニトリル等の単官能単量体
や、（メタ）アクリル酸アリルや（メタ）アクリル酸メタリルのような不飽和カルボン酸
のアルケニルエステル、マレイン酸ジアリルのような二塩基酸のジアルケニルエステル、
アルキレングリコールジ（メタ）アクリレートのようなグリコール類の不飽和カルボン酸
ジエステル等の多官能単量体が挙げられる。
【００１５】
　アクリル系弾性重合体を含有する弾性体粒子は、アクリル系弾性重合体の層を有する多
層構造の粒子であるのが好ましく、アクリル系弾性体の外側にメタクリル酸アルキルを主
体とする重合体の層を有する２層構造のものであってもよいし、さらにアクリル系弾性体
の内側にメタクリル酸アルキルを主体とする重合体の層を有する３層構造のものであって
もよい。なお、アクリル系弾性体の外側又は内側に形成される層を構成するメタクリル酸
アルキルを主体とする重合体の単量体組成の例は、先にアクリル系樹脂の例として挙げた
メタクリル酸アルキルを主体とする重合体の単量体組成の例と同様である。このような多
層構造のアクリル系弾性体粒子は、例えば特公昭５５－２７５７６号公報に記載の方法に
より、製造することができる。
【００１６】
　本発明では、弾性体粒子として、その中に含まれる弾性体の数平均粒径が１０～１２０
ｎｍであるものを使用する。これにより、接着剤を用いて偏光子に積層したとき、接着層
から剥がれ難い偏光子保護フィルムを得ることができる。この弾性体の数平均粒径は、好
ましくは５０ｎｍ以上であり、また好ましくは１００ｎｍ以下である。
【００１７】
　最外層がメタクリル酸メチルを主体とする重合体であり、その中にアクリル系弾性重合
体が包み込まれている弾性体粒子においては、それを母体のアクリル系樹脂に混合すると
、弾性体粒子の最外層が母体のアクリル系樹脂と混和するため、その断面において、酸化
ルテニウムによるアクリル系弾性重合体への染色を施し、電子顕微鏡で観察した場合、そ
の弾性体粒子が、最外層を除いた状態の粒子として観察される。具体的には、内層がアク
リル系弾性重合体であり、外層がメタクリル酸メチルを主体とする重合体である２層構造
の弾性体粒子を用いた場合には、内層のアクリル系弾性重合体部分が染色されて単層構造
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の粒子として観察され、また、最内層がメタクリル酸メチルを主体とする重合体であり、
中間層がアクリル系弾性重合体であり、最外層がメタクリル酸メチルを主体とする重合体
である３層構造の弾性体粒子を用いた場合には、最内層の粒子中心部分が染色されず、中
間層のアクリル系弾性重合体部分のみが染色された２層構造の粒子として観察されること
になる。本明細書において、弾性体粒子中の弾性体の数平均粒径とは、このように、弾性
体粒子を母体樹脂に混合して断面を酸化ルテニウムで染色したときに、染色されてほぼ円
形状に観察される部分の径の数平均値である。
【００１８】
　前記熱可塑性樹脂組成物における熱可塑性樹脂と弾性体粒子との含有割合は、両者の合
計１００重量部を基準として、熱可塑性樹脂が５５～７５重量部、弾性体粒子が２５～４
５重量部である。これにより、接着剤を用いて偏光子に積層したとき、接着層から剥がれ
難い偏光子保護フィルムを得ることができる。
【００１９】
　前記熱可塑性樹脂組成物は、例えば、弾性体粒子を得た後、その存在下に熱可塑性樹脂
の原料となる単量体を重合させて、母体の熱可塑性樹脂を生成させることにより製造して
もよいし、弾性体粒子と熱可塑性樹脂とを得た後、両者を溶融混練等により混合すること
により製造してもよい。
【００２０】
　前記熱可塑性樹脂組成物には、必要に応じて、顔料や染料のような着色剤、蛍光増白剤
、分散剤、熱安定剤、光安定剤、赤外線吸収剤、紫外線吸収剤、帯電防止剤、酸化防止剤
、滑剤、溶剤などの配合剤を含有させてもよい。
【００２１】
　紫外線吸収剤は４００ｎｍ以下の紫外線を吸収することで、耐久性を向上させるために
添加される。紫外線吸収剤としては、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリアゾー
ル系紫外線吸収剤、アクリロニトリル系紫外線吸収剤等の公知のものが使用可能である。
中でも、２，２’－メチレンビス（４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）－６－
（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール）、２－（２’－ヒドロキシ－３’
－ｔｅｒｔ－ブチル－５’－メチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２，４
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－６－（５－クロロベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール
、２，２’－ジヒドロキシ－４，４’－ジメトキシベンゾフェノン、２，２’，４，４’
－テトラヒドロキシベンゾフェノン等が好適に用いられる。これらの中でも、特に２，２
’－メチレンビス（４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）－６－（２Ｈ－ベンゾ
トリアゾール－２－イル）フェノール）が好ましい。紫外線吸収剤の濃度は、偏光子保護
フィルムの波長３７０ｎｍ以下の透過率が、好ましくは１０％以下、より好ましくは５％
以下、さらに好ましくは２％以下となる範囲で選択することができる。紫外線吸収剤を含
有させる方法としては、紫外線吸収剤を予め熱可塑性樹脂中に配合する方法；溶融押出成
形時に直接供給する方法などが挙げられ、いずれの方法が採用されてもよい。
【００２２】
　赤外線吸収剤としては、ニトロソ化合物、その金属錯塩、シアニン系化合物、スクワリ
リウム系化合物、チオールニッケル錯塩系化合物、フタロシアニン系化合物、ナフタロシ
アニン系化合物、トリアリルメタン系化合物、イモニウム系化合物、ジイモニウム系化合
物、ナフトキノン系化合物、アントラキノン系化合物、アミノ化合物、アミニウム塩系化
合物、カーボンブラック、酸化インジウムスズ、酸化アンチモンスズ、周期表４Ａ、５Ａ
もしくは６Ａ族に属する金属の酸化物、炭化物、ホウ化物等の赤外線吸収剤などを挙げる
ことができる。これらの赤外線吸収剤は、赤外線（波長約８００ｎｍ～１１００ｎｍの範
囲の光）全体を吸収できるように、選択することが好ましく、２種類以上を併用してもよ
い。赤外線吸収剤の量は、例えば、偏光子保護フィルムの８００ｎｍ以上の波長の光線透
過率が１０％以下となるように適宜調整することができる。
【００２３】
　前記熱可塑性樹脂組成物は、そのガラス転移温度Ｔｇが８０～１２０℃の範囲内のもの
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が好ましい。さらに、前記熱可塑性樹脂組成物は、フィルムに成形したときの表面の硬度
が高いもの、具体的には、鉛筆硬度（荷重５００ｇで、ＪＩＳ　Ｋ５６００－５－４に準
拠）で２Ｈを超えるものが好ましい。
【００２４】
　また、前記熱可塑性樹脂組成物は、偏光子保護フィルムの柔軟性の観点から、曲げ弾性
率（ＪＩＳ　Ｋ７１７１）が１５００ＭＰａ以下であるのが好ましい。この曲げ弾性率は
、より好ましくは１３００ＭＰａ以下であり、さらに好ましくは１２００ＭＰａ以下であ
る。この曲げ弾性率は、前記熱可塑性樹脂組成物中の熱可塑性樹脂や弾性体粒子の種類や
量などによって変動し、例えば、弾性体粒子の含有量が多いほど、一般に曲げ弾性率は小
さくなる。また、熱可塑性樹脂として、メタクリル酸アルキルの単独重合体を用いるより
も、メタクリル酸アルキルとアクリル酸アルキル等との共重合体を用いる方が、一般に曲
げ弾性率は小さくなる。また、弾性体粒子として、前記３層構造のアクリル系弾性重合体
粒子を用いるよりも、前記２層構造のアクリル系弾性重合体粒子を用いる方が、一般に曲
げ弾性率は小さくなり、さらに単層構造のアクリル系弾性重合体粒子を用いる方が、一般
に曲げ弾性率は小さくなる。また、弾性体粒子中、弾性体の平均粒径が小さいほど、又は
弾性体の量が多いほど、一般に曲げ弾性率は小さくなる。そこで、熱可塑性樹脂や弾性体
粒子の種類や量を前記所定の範囲で調整して、曲げ弾性率が１５００ＭＰａ以下になるよ
うにすればよい。
【００２５】
　偏光子保護フィルムを多層構成とする場合、前記熱可塑性樹脂組成物の層以外に存在し
うる層は、その組成に特に限定はなく、例えば、弾性体粒子を含有しない熱可塑性樹脂又
はその組成物の層であってもよいし、弾性体粒子の含有量や弾性体粒子中の弾性体の平均
粒径が前記規定外である熱可塑性樹脂組成物からなる層であってもよい。典型的には２層
又は３層構成であって、例えば、前記熱可塑性樹脂組成物の層／弾性体粒子を含有しない
熱可塑性樹脂又はその組成物の層からなる２層構成であってもよいし、前記熱可塑性樹脂
組成物の層／弾性体粒子を含有しない熱可塑性樹脂又はその組成物の層／前記熱可塑性樹
脂組成物の層からなる３層構成であってもよい。多層構成の偏光子保護フィルムは、前記
熱可塑性樹脂組成物の層の面を、偏光子との貼合面とすればよい。
【００２６】
　また、偏光子保護フィルムを多層構成とする場合、弾性体粒子や前記配合剤の各層の含
有量を互いに異ならせてもよい。例えば、紫外線吸収剤及び／又は赤外線吸収剤を含有す
る層と、この層を挟んで紫外線吸収剤及び／又は赤外線吸収剤紫外線吸収剤を含有しない
層とが積層されていてもよい。また、前記熱可塑性樹脂組成物の層の紫外線吸収剤の含有
量が、弾性体粒子を含有しない熱可塑性樹脂又はその組成物の層の紫外線吸収剤の含有量
よりも、高くなるようにしてもよく、具体的には、前者を好ましくは０．５～１０重量％
、より好ましくは１～５重量％とし、後者を好ましくは０～１重量％、より好ましくは０
～０．５重量％としてもよく、これにより、偏光板の色調を悪化させることなく、紫外線
を効率的に遮断することができ、長期使用時の偏光度の低下を防ぐことができる。
【００２７】
　偏光子保護フィルムの厚さは、通常１００μｍ以下、好ましくは８０μｍ以下、より好
ましくは４０μｍ以上８０μｍ以下である。偏光子保護フィルムが多層構成である場合、
前記熱可塑性樹脂組成物の層は、その厚さが、複数存在する場合はその合計厚さで表して
、偏光子保護フィルム全体の厚さの２０～８０％であるのがよい。
【００２８】
　偏光子保護フィルムは、その残留溶剤含有量が０．０１重量％以下であることが好まし
い。残留溶剤量が上記範囲であることにより、例えば、高温・高湿度環境下において偏光
子保護フィルムが変形するのを防止できるとともに、光学性能が劣化するのを防止できる
。残留溶剤含有量は、表面に吸着していた水分や有機物を完全に除去した内径４ｍｍのガ
ラスチューブの試料容器に保護層５０ｍｇを入れ、その容器を温度２００℃で３０分間加
熱し、容器から出てきた気体を連続的に捕集し、捕集した気体を熱脱着ガスクロマトグラ
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フィー質量分析計（ＴＤＳ－ＧＣ－ＭＳ）で分析することができる。
【００２９】
　偏光子保護フィルムは、その透湿度が１０ｇ・ｍ-2ｄａｙ-1以上、２００ｇ・ｍ-2ｄａ
ｙ-1以下であることが好ましい。偏光子保護フィルムの透湿度を上記好適な範囲とするこ
とにより、偏光子保護フィルムを構成する各層間の密着性を向上できる。透湿度は、４０
℃、９２％ＲＨの環境下で、２４時間放置する試験条件で、ＪＩＳ　Ｚ０２０８に記載の
カップ法により測定できる。
【００３０】
　以上説明した本発明の偏光子保護フィルムと、偏光子とを、接着剤を用いて積層するこ
とにより、本発明の偏光板が得られる。本発明の偏光板は、偏光子の少なくとも一方の面
に本発明の偏光子保護フィルムが積層されてなるものであり、偏光子の両面に本発明の偏
光子保護フィルムが積層されてなるものであってもよいし、偏光子の一方の面に本発明の
偏光子保護フィルムが積層され、もう一方の面に他の偏光子保護フィルムが積層されてな
るものであってもよいし、偏光子の一方の面に本発明の偏光子保護フィルムが積層され、
もう一方の面には保護フィルムが積層されていないものであってもよい。
【００３１】
（偏光子）
　偏光子を構成するポリビニルアルコール系樹脂は、ポリ酢酸ビニル系樹脂をケン化する
ことにより得られる。ポリ酢酸ビニル系樹脂としては、酢酸ビニルの単独重合体であるポ
リ酢酸ビニルのほか、酢酸ビニルとそれに共重合可能な他の単量体との共重合体などが例
示される。酢酸ビニルに共重合される他の単量体としては、たとえば、不飽和カルボン酸
類、不飽和スルホン酸類、オレフィン類、ビニルエーテル類、アンモニウム基を有するア
クリルアミド類などが挙げられる。ポリビニルアルコール系樹脂のケン化度は、通常８５
～１００モル％、好ましくは９８モル％以上である。このポリビニルアルコール系樹脂は
、さらに変性されていてもよく、たとえばアルデヒド類で変性されたポリビニルポリマー
ル、ポリビニルアセタールなども使用し得る。また、偏光子を構成するポリビニルアルコ
ール系樹脂の平均重合度は、通常１０００～１００００、好ましくは１５００～５０００
である。
【００３２】
　かかるポリビニルアルコール系樹脂をフィルム状に製膜したもの（ポリビニルアルコー
ル系樹脂フィルム）が、偏光子の原反フィルムとして用いられる。ポリビニルアルコール
系樹脂を製膜する方法は特に限定されるものではなく、公知の方法で製膜することができ
る。ポリビニルアルコール系樹脂フィルムの膜厚は特に限定されないが、たとえば１０～
１５０μｍである。
【００３３】
　偏光子は通常、このようなポリビニルアルコール系樹脂フィルムを一軸延伸する工程、
ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素で染色してその二色性色素を吸着させ
る工程、二色性色素が吸着されたポリビニルアルコール系樹脂フィルムをホウ酸水溶液で
処理する工程、およびこのホウ酸水溶液による処理後に水洗する工程を経て、製造される
。
【００３４】
　一軸延伸は、染色の前に行ってもよいし、染色と同時に行ってもよいし、染色の後に行
ってもよい。一軸延伸を染色の後で行う場合には、この一軸延伸は、ホウ酸処理の前に行
ってもよいし、ホウ酸処理中に行ってもよい。勿論、これらの複数の段階で一軸延伸を行
うことも可能である。一軸延伸にあたっては、周速の異なるロール間で一軸に延伸しても
よいし、熱ロールを用いて一軸に延伸してもよい。また、大気中で延伸を行うなどの乾式
延伸であってもよいし、溶剤にて膨潤させた状態で延伸を行う湿式延伸であってもよい。
延伸倍率は、通常３～８倍である。
【００３５】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素で染色するには、たとえば二色性色
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素を含有する水溶液に、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを浸漬すればよい。二色性
色素として具体的には、ヨウ素、二色性染料が用いられる。なお、ポリビニルアルコール
系樹脂フィルムは、染色処理の前に水への浸漬処理を施しておくことが好ましい。
【００３６】
　二色性色素としてヨウ素を用いる場合は通常、ヨウ素およびヨウ化カリウムを含有する
水溶液に、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを浸漬して染色する方法が採用される。
この水溶液におけるヨウ素の含有量は通常、水１００重量部あたり０．０１～１重量部で
あり、ヨウ化カリウムの含有量は通常、水１００重量部あたり０．５～２０重量部である
。染色に用いる水溶液の温度は、通常２０～４０℃であり、また、この水溶液への浸漬時
間（染色時間）は、通常２０～１８００秒である。
【００３７】
　一方、二色性色素として二色性染料を用いる場合は通常、水溶性二色性染料を含む水溶
液に、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを浸漬して染色する方法が採用される。この
水溶液における二色性染料の含有量は、水１００重量部あたり、通常１×１０-4～１０重
量部、好ましくは１×１０-3～１重量部である。この水溶液は、硫酸ナトリウムなどの無
機塩を染色助剤として含有していてもよい。染色に用いる染料水溶液の温度は、通常２０
～８０℃であり、また、この水溶液への浸漬時間（染色時間）は、通常１０～１８００秒
である。
【００３８】
　二色性色素による染色後のホウ酸処理は、染色されたポリビニルアルコール系樹脂フィ
ルムをホウ酸含有水溶液に浸漬することにより行われる。ホウ酸含有水溶液におけるホウ
酸の量は、水１００重量部あたり、通常２～１５重量部、好ましくは５～１２重量部であ
る。二色性色素としてヨウ素を用いる場合には、このホウ酸含有水溶液はヨウ化カリウム
を含有するのが好ましい。ホウ酸含有水溶液におけるヨウ化カリウムの量は、水１００重
量部あたり、通常０．１～１５重量部、好ましくは５～１２重量部である。ホウ酸含有水
溶液への浸漬時間は、通常６０～１２００秒、好ましくは１５０～６００秒、さらに好ま
しくは２００～４００秒である。ホウ酸含有水溶液の温度は、通常５０℃以上であり、好
ましくは５０～８５℃、より好ましくは６０～８０℃である。
【００３９】
　ホウ酸処理後のポリビニルアルコール系樹脂フィルムは、通常、水洗処理される。水洗
処理は、たとえば、ホウ酸処理されたポリビニルアルコール系樹脂フィルムを水に浸漬す
ることにより行われる。水洗処理における水の温度は、通常５～４０℃であり、浸漬時間
は、通常１～１２０秒である。水洗後は乾燥処理が施されて、偏光子が得られる。
【００４０】
　乾燥処理は通常、熱風乾燥機、遠赤外線ヒータを用いて行われる。乾燥処理の温度は、
通常３０～１００℃、好ましくは５０～８０℃である。乾燥処理の時間は、通常６０～６
００秒であり、好ましくは１２０～６００秒である。
【００４１】
　こうして、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムに、一軸延伸、二色性色素による染色
およびホウ酸処理が施されて、偏光子が得られる。この偏光子の厚みは、通常５～４０μ
ｍの範囲内、好ましくは１０～３５μｍの範囲内である。
【００４２】
（接着剤）
　偏光子保護フィルムと偏光子との積層の際に用いる接着剤は、適宜選択されるが、活性
エネルギー線硬化型接着剤であるのが好ましく、溶剤含有量が０～２重量％と低いものが
より好ましい。接着剤中の溶剤含有量はガスクロマトグラフィー等によって測定できる。
【００４３】
　溶剤としては、ｎ－ヘキサンやシクロヘキサンのような脂肪族炭化水素類；トルエンや
キシレンのような芳香族炭化水素類；メタノール、エタノール、プロパノール、イソプロ
パノール、ｎ－ブタノールのようなアルコール類；アセトン、ブタノン、メチルエチルケ
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トン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノンのようなケトン類；酢酸メチル、酢酸
エチル、酢酸ブチルのようなエステル類；メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、ブチル
セロソルブのようなセロソルブ類；塩化メチレンやクロロホルムのようなハロゲン化炭化
水素類などが挙げられる。
【００４４】
　また、活性エネルギー線硬化型接着剤は、２３℃におけるＢ型粘度計により測定される
粘度が５０～２０００ｍＰａ・ｓであると、接着剤の塗布性に優れ好適である。活性エネ
ルギー線硬化型接着剤は、無色透明であれば、特に制限なく公知のものを使用することが
できる。活性エネルギー線硬化型接着剤の主成分となる活性エネルギー線硬化性化合物と
しては、例えば、アクリロイル基、メタクリロイル基、アリル基などを官能基に有する化
合物などの活性エネルギー線によりラジカル重合を起こして硬化するもの（光ラジカル重
合性化合物）；エポキシ基、オキセタン基、水酸基、ビニルエーテル基、エピスルフィド
基、エチレンイミン基等の官能基を有する化合物などの活性エネルギー線により光カチオ
ン反応を起こして硬化するもの（光カチオン重合性化合物）；が挙げられる。
【００４５】
　光ラジカル重合性化合物として、２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシ
プロピルアクリレートなどのヒドロキシアルキルアクリレート；２－ヒドロキシ－３－フ
ェノキシプロピルアクリレートなどのヒドロキシアリールアクリレート；２－アクリロイ
ロキシエチルコハク酸、２－アクリロイロキシエチルフタル酸などのアクリル変性カルボ
ン酸；トリエチレングリコールジアクリレート、テトラエチレングリコールジアクリレー
トのようなポリエチレングリコールジアクリレート；ジプロピレングリコールジアクリレ
ート、トリプロピレングリコールジアクリレートのようなポリプロピレングリコールジア
クリレート；その他、ネオペンチルグリコールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオー
ルジアクリレート、１，９－ノナンジオールジアクリレート、ビスフェノールＡエチレン
オキサイド変性ジアクリレート、ビスフェノールＡプロピレンオキサイド変性ジアクリレ
ート、ジメチロールトリシクロデカンジアクリレート、トリメチロールプロパントリアク
リレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリ
レート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレートのような多官能アクリレート；エポ
キシアクリレート、ウレタンアクリレート、ネオペンチルグリコールのアクリル酸安息香
酸混合エステルなどその他のアクリレート；これらのメタクリレート体；などが挙げられ
る。
【００４６】
　光カチオン重合性化合物として、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ
型エポキシ樹脂などのビスフェノール型エポキシ樹脂；フェノールノボラック型エポキシ
樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂などのノボラック型エポキシ樹脂；脂肪族エ
ポキシ樹脂、脂環式エポキシ樹脂、異節環状型エポキシ樹脂、多官能性エポキシ樹脂、ビ
フェニル型エポキシ樹脂、グリシジルエーテル型エポキシ樹脂、グリシジルエステル型エ
ポキシ樹脂、グリシジルアミン型エポキシ樹脂；水添ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂な
どのアルコール型エポキシ樹脂；臭素化エポキシ樹脂などのハロゲン化エポキシ樹脂；ゴ
ム変性エポキシ樹脂、ウレタン変性エポキシ樹脂、エポキシ化ポリブタジエン、エポキシ
化スチレン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体、エポキシ基含有ポリエステル樹脂
、エポキシ基含有ポリウレタン樹脂、エポキシ基含有アクリル樹脂等のエポキシ基を有す
る化合物；フェノキシメチルオキセタン、３，３－ビス（メトキシメチル）オキセタン、
３，３－ビス（フェノキシメチル）オキセタン、３－エチル－３－（フェノキシメチル）
オキセタン、３－エチル－３－（２－エチルヘキシロキシメチル）オキセタン、３－エチ
ル－３－｛［３－（トリエトキシシリル）プロポキシ］メチル｝オキセタン、ジ［１－エ
チル（３－オキセタニル）］メチルエーテル、オキセタニルシルセスキオキサン、フェノ
ールノボラックオキセタン、１，４－ビス｛［（３－エチル－３－オキセタニル）メトキ
シ］メチル｝ベンゼン等のオキセタニル基を有する化合物が挙げられる。
【００４７】
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　これらの活性エネルギー線硬化性化合物は、それぞれ単独で使用してもよいし、複数を
組み合わせて使用してもよい。
【００４８】
　活性エネルギー線硬化型接着剤には、前述の活性エネルギー線硬化型接着剤の硬化反応
効率を上げる目的で、重合開始剤を配合することができる。重合開始剤は、使用する活性
エネルギー線の種類に合わせて選択される。重合開始剤としては、アセトフェノン系、ベ
ンゾフェノン系、チオキサントン系、ベンゾイン系、ベンゾインアルキルエーテル系等の
光ラジカル重合開始剤；芳香族ジアゾニウム塩、芳香族スルホニウム塩、芳香族ヨードニ
ウム塩、メタセロン化合物、ベンゾインスルホン酸エステル等の光カチオン重合開始剤；
等が挙げられる。これらは一種単独で若しくは二種以上を組み合わせて用いることができ
る。
【００４９】
　アセトフェノン系光重合開始剤としては、例えば、４－フェノキシジクロロアセトフェ
ノン、４－ｔ－ブチル－ジクロロアセトフェノン、ジエトキシアセトフェノン、１－フェ
ニル－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オン、１－［４－（２－ヒドロキシエ
チル）－フェニル］－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オン、１－ヒドロキシ
シクロヘキシルフェニルケトンなどが挙げられる。
【００５０】
　ベンゾインアルキルエーテル系光重合開始剤としては、例えば、ベンゾインメチルエー
テル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインプロピルエーテル、ベンゾインイソプロピ
ルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテルなどが挙げられる。
【００５１】
　ベンゾフェノン系光重合開始剤としては、例えば、ベンゾフェノン、ベンゾイル安息香
酸、３，３’－ジメチル－４－メトキシベンゾフェノン、ポリビニルベンゾフェノン、α
－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトンなどが挙げられる。
【００５２】
　光カチオン重合開始剤は、イオン性光酸発生型の光カチオン重合開始剤であってもよい
し、非イオン性光酸発生型の光カチオン重合開始剤であってもよい。また、上記光カチオ
ン重合開始剤は、上記光カチオン重合性化合物の光カチオン重合を効果的に開始および進
行させることができることから、波長３００ｎｍ以上の光で活性化する光カチオン重合開
始剤であることが好ましい。
【００５３】
　イオン性光酸発生型の光カチオン重合開始剤は、特に限定されるものではない。例えば
、芳香族ジアゾニウム塩、芳香族ハロニウム塩、芳香族スルホニウム塩などのオニウム塩
類；鉄－アレン錯体、チタノセン錯体、アリールシラノール－アルミニウム錯体などの有
機金属錯体類；テトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレートなどの嵩高い対アニオン
を有する光カチオン重合開始剤等が挙げられる。これらのイオン性光酸発生型の光カチオ
ン重合開始剤は、単独で用いてもよいし、２種類以上を併用してもよい。
【００５４】
　イオン性光酸発生型の光カチオン重合開始剤の市販品としては、例えば、旭電化工業社
製の商品名「アデカオプトマーＳＰ１５０」、「アデカオプトマーＳＰ１７０」などの「
アデカオプトマー」シリーズや、ゼネラルエレクトロニクス社の商品名「ＵＶＥ－１０１
４」、サートマー社製の商品名「ＣＤ－１０１２」、ローディア社製の商品名「Ｐｈｏｔ
ｏｉｎｉｔｉａｔｏｒ　２０７４」等が挙げられる。
【００５５】
　非イオン性光酸発生型の光カチオン重合開始剤は、特に限定されるものではない。例え
ば、ニトロベンジルエステル、スルホン酸誘導体、リン酸エステル、フェノールスルホン
酸エステル、ジアゾナフトキノン、Ｎ－ヒドロキシイミドホスホナート等が挙げられる。
これらの非イオン性光酸発生型の光カチオン重合開始剤は、単独で用いてもよいし、２種
類以上を併用してもよい。
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【００５６】
　重合開始剤の配合量は、通常、活性エネルギー線硬化性化合物１００重量部に対し、０
．５～２０重量部である。好ましくは１重量部以上、また好ましくは１０重量部以下であ
る。その量がエポキシ樹脂１００重量部に対して０．５重量部を下回ると硬化が不十分に
なり、機械強度や接着強度が低下する。また、その量が２０重量部を越えると、硬化物中
のイオン性物質が増加することで硬化物の吸湿性が高くなり、耐久性能が低下する可能性
があるので、好ましくない。
【００５７】
　更に活性エネルギー線硬化型接着剤には、光増感剤、帯電防止剤、赤外線吸収剤、紫外
線吸収剤、酸化防止剤、有機系粒子、無機酸化物粒子、金属粉末、顔料、染料等が配合さ
れていてもよい。
【００５８】
　光増感剤を使用することで、反応性が向上し、接着剤硬化物の機械強度や接着強度を向
上させることができる。光増感剤は特に限定されるものではないが、例えば、カルボニル
化合物、有機硫黄化合物、過硫化物、レドックス系化合物、アゾ化合物、ジアゾ化合物、
ハロゲン化合物、光還元性色素等が挙げられる。
【００５９】
　光増感剤の具体例としては、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエー
テル、α，α－ジメトキシ－α－フェニルアセトフェノンのようなベンゾイン誘導体；ベ
ンゾフェノン、２，４－ジクロロベンゾフェノン、ｏ－ベンゾイル安息香酸メチル、４，
４’－ビス（ジメチルアミノ）ベンゾフェノン、４，４’－ビス（ジエチルアミノ）ベン
ゾフェノンのようなベンゾフェノン誘導体；２－クロロチオキサントン、２－イソプロピ
ルチオキサントンのようなチオキサントン誘導体；２－クロロアントラキノン、２－メチ
ルアントラキノンのようなアントラキノン誘導体；Ｎ－メチルアクリドン、Ｎ－ブチルア
クリドンのようなアクリドン誘導体；その他、α，α－ジエトキシアセトフェノン、ベン
ジル、フルオレノン、キサントン、ウラニル化合物、ハロゲン化合物などが挙げられるが
、これらに限定されるものではない。また、これらはそれぞれ単独で使用してもよいし、
混合して使用してもよい。光増感剤は、活性エネルギー線硬化性化合物を１００重量部と
した場合に、０．１～２０重量部の範囲で含有するのが好ましい。さらに好ましくは、０
．１部～５．０部が好ましい。
【００６０】
　本発明の偏光板は、偏光子保護フィルムを上記活性エネルギー線硬化型接着剤を介して
偏光子の少なくとも一方の面に貼合し、次いで活性エネルギー線を照射することによって
接着剤を硬化させ、偏光子保護層を偏光子に固定することによって得られる。
【００６１】
　偏光子への接着剤の塗工方法に特別な限定はなく、例えば、ドクターブレード、ワイヤ
ーバー、ダイコーター、カンマコーター、グラビアコーターなど、種々の塗工方式が利用
できる。
【００６２】
　偏光子保護フィルムの偏光子への貼合に先立って、貼合面に、ケン化処理、コロナ処理
、プライマー処理、アンカーコーティング処理などの易接着処理が施されていてもよい。
【００６３】
　活性エネルギー線としては、通常、光が用いられる。この光は特に限定されるものでは
ないが、例えば、マイクロ波、赤外線、可視光、紫外線、Ｘ線、γ線等が挙げられる。特
に取り扱いが簡便であり、比較的高エネルギーを得られることから紫外線が好適に用いら
れる。
【００６４】
　紫外線を照射するために用いる光源は特に限定されず、例えば、低圧水銀灯、中圧水銀
灯、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、ケミカルランプ、ブラックライトランプ、マイクロウェ
ーブ励起水銀灯、メタルハライドランプなどが挙げられる。照射強度は、特に限定されな
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いが、重合開始剤の活性化に有効な波長領域の照射強度が０．１～１００ｍＷ／ｃｍ2で
あることが好ましい。光照射強度が０．１ｍＷ／ｃｍ2未満であると、反応時間が長くな
りすぎ、１００ｍＷ／ｃｍ2を超えると、ランプからの輻射熱、重合反応熱等により、接
着剤が黄変したり、偏光子自体が劣化するおそれがある。光照射時間は、硬化状況に応じ
て適宜選択されるものであって、特に限定されないが、照射強度と照射時間との積として
表される積算光量が１０～５０００ｍＪ／ｃｍ2となるように設定されることが好ましい
。
【００６５】
　さらに本発明の偏光板は、偏光子保護フィルムにハードコート層、反射防止層、防汚層
などの機能層が形成されていてもよい。
【００６６】
（ハードコート層）
　ハードコート層は、偏光子保護フィルムの表面硬度を高める機能を有する層であり、Ｊ
ＩＳ　Ｋ５６００－５－４で示す鉛筆硬度試験（試験板はガラス板を用いる）で「Ｈ」以
上の硬度を示すことが好ましい。このようなハードコート層が設けられた偏光子保護フィ
ルムは、その鉛筆硬度が４Ｈ以上になることが好ましい。ハードコート層を形成する材料
（ハードコート材料）としては、熱や光で硬化する材料であることが好ましく、例えば、
有機シリコーン系、メラミン系、エポキシ系、アクリル系、ウレタンアクリレート系など
の有機ハードコート材料；二酸化ケイ素などの無機ハードコート材料；などを挙げること
ができる。これらの中でも、接着力が良好であり、生産性に優れる観点から、ウレタンア
クリレート系および多官能アクリレート系ハードコート材料が好ましい。
【００６７】
　ハードコート層は、所望により、屈折率の調整、曲げ弾性率の向上、体積収縮率の安定
化、並びに耐熱性、帯電防止性、および防眩性などの向上を図る目的で、各種フィラーを
含有できる。また、ハードコート層は、酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤、帯電防止
剤、レベリング剤、および消泡剤などの添加剤を含有できる。
【００６８】
（反射防止層）
　反射防止層は、外光の移りこみを防止するための層であり、偏光子保護フィルムの表面
（外部に露出する面）に直接またはハードコート層等の他の層を介して積層される。反射
防止層が設けられた偏光子保護フィルムは、入射角５°、波長４３０ｎｍ～７００ｎｍに
おける反射率が２．０％以下であることが好ましく、波長５５０ｎｍにおける反射率が１
．０％以下であることが好ましい。
【００６９】
　反射防止層の厚さは、０．０１μｍ～１μｍが好ましく、０．０２μｍ～０．５μｍが
より好ましい。反射防止層としては、当該反射防止層が積層される層（保護フィルムやハ
ードコート層など）の屈折率よりも小さい屈折率、具体的には１．３０～１．４５の屈折
率を有する低屈折率層からなるもの；無機化合物からなる薄膜の低屈折率層と無機化合物
からなる薄膜の高屈折率層とを交互に複数積層したもの、などを挙げることができる。
【００７０】
　前記低屈折率層を形成する材料は、屈折率の低いものであれば特に制限されない。例え
ば、紫外線硬化型アクリル樹脂等の樹脂材料、樹脂中にコロイダルシリカ等の無機微粒子
を分散させたハイブリッド材料、テトラエトキシシラン等の金属アルコキシドを用いたゾ
ル－ゲル材料等を挙げることができる。これらの低屈折率層を形成する材料は、重合済み
のポリマーであってもよいし、前駆体となるモノマーやオリゴマーであってもよい。また
、それぞれの材料は、防汚染性を付与するために、フッ素基を含有する化合物を含むこと
が好ましい。
【００７１】
　前記のゾル－ゲル材料としては、フッ素基を含有するゾル－ゲル材料が好適に用いられ
る。フッ素基を含有するゾル－ゲル材料としては、パーフルオロアルキルアルコキシシラ
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ンを例示できる。パーフルオロアルキルアルコキシシランは、たとえば、ＣＦ3（ＣＦ2）

nＣＨ2ＣＨ2Ｓｉ（ＯＲ）3（式中、Ｒは、炭素数１～５個のアルキル基を示し、ｎは０～
１２の整数を示す）で表される化合物である。具体的には、パーフルオロアルキルアルコ
キシシランとしては、トリフルオロプロピルトリメトキシシラン、トリフルオロプロピル
トリエトキシシラン、トリデカフルオロオクチルトリメトキシシラン、トリデカフルオロ
オクチルトリエトキシシラン、ヘプタデカフルオロデシルトリメトキシシラン、およびヘ
プタデカフルオロデシルトリエトキシシラン等を挙げることができる。この中でも、前記
ｎが２～６の化合物が好ましい。
【００７２】
　低屈折率層は、熱硬化性含フッ素化合物または電離放射線硬化型含フッ素化合物の硬化
物からなるものとすることができる。前記硬化物は、その動摩擦係数が０．０３～０．１
５であることが好ましく、水に対する接触角が９０～１２０度であることが好ましい。硬
化性含フッ素化合物としては、パーフルオロアルキル基含有シラン化合物（例えば（ヘプ
タデカフルオロ－１，１，２，２－テトラデシル）トリエトキシシラン）等の他、架橋性
官能基を有する含フッ素重合体を挙げることができる。
【００７３】
　架橋性官能基を有する含フッ素重合体はフッ素含有モノマーと架橋性官能基を有するモ
ノマーとを共重合することによって、又はフッ素含有モノマーと官能基を有するモノマー
とを共重合し次いで重合体中の官能基に架橋性官能基を有する化合物を付加させることに
よって得ることができる。
【００７４】
　含フッ素モノマーとしては、フルオロエチレン、ビニリデンフルオライド、テトラフル
オロエチレン、ヘキサフルオロエチレン、ヘキサフルオロプロピレン、パーフルオロ－２
，２－ジメチル－１，３－ジオキソール等のフルオロオレフィン類；ビスコート６ＦＭ（
大阪有機化学製）、Ｍ－２０２０（ダイキン製）等の（メタ）アクリル酸の部分または完
全フッ素化アルキルエステル誘導体類、完全または部分フッ素化ビニルエーテル類等が挙
げられる。
【００７５】
　架橋性官能基を有するモノマー又は架橋性官能基を有する化合物としては、グリシジル
アクリレート、グリシジルメタクリレートなどのグリシジル基を有するモノマー；アクリ
ル酸、メタクリル酸などのカルボキシル基を有するモノマー；ヒドロキシアルキルアクリ
レート、ヒドロキシアルキルメタクリレートなどのヒドロキシル基を有するモノマー；メ
チロールアクリレート、メチロールメタクリレート；アリルアクリレート、アリルメタク
リレートなどのビニル基を有するモノマー；アミノ基を有するモノマー；スルホン酸基を
有するモノマー；等を挙げることができる。
【００７６】
　低屈折率層を形成するための材料としては、耐傷性を向上できる点で、シリカ、アルミ
ナ、チタニア、ジルコニア、フッ化マグネシウム等の微粒子をアルコール溶媒に分散した
ゾルが含まれたものを用いることができる。前記微粒子は、反射防止性の観点から、屈折
率が低いものほど好ましい。このような微粒子は、空隙を有するものであってもよく、特
にシリカ中空微粒子が好ましい。中空微粒子の平均粒径は、５ｎｍ～２０００ｎｍが好ま
しく、２０ｎｍ～１００ｎｍがより好ましい。ここで、平均粒径は、透過型電子顕微鏡観
察によって求められる数平均粒径である。
【００７７】
（防汚層）
　防汚層は、撥水性、撥油性、耐汗性、および防汚性などを付与できる層である。防汚層
を形成するために用いる材料としては、フッ素含有有機化合物が好適である。フッ素含有
有機化合物としては、フルオロカーボン、パーフルオロシラン、又はこれらの高分子化合
物などを挙げることができる。また、防汚層の形成方法は、形成する材料に応じて、蒸着
、スパッタリング等の物理的気相成長法、化学的気相成長法、湿式コーティング法等を用
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いることができる。防汚層の平均厚さは、好ましくは１ｎｍ～５０ｎｍ、より好ましくは
３ｎｍ～３５ｎｍである。
【００７８】
　さらに、偏光子保護フィルムには、防眩層、ガスバリア層、透明帯電防止層、プライマ
ー層、電磁遮蔽層、下塗り層等のその他の層を設けてもよい。
【００７９】
　以上のような機能層を形成する場合には、形成させる面に化学的処理を施すことが好ま
しい。化学的処理の手段としては、例えば、コロナ放電処理、スパッタ処理、低圧ＵＶ照
射処理、プラズマ処理などが挙げられる。また、本発明の偏光子保護フィルムは、前記化
学的処理に加えて、機能層との密着性強化や防眩性付与を目的として、エッチング、サン
ドブラスト、エンボスロール等による機械的処理が施されていてもよい。これらの機能層
の形成方法に格別な限定はなく、各機能層の形成に一般的な方法を採用すればよい。
【００８０】
　本発明の偏光板が、偏光子の一方の面に本発明の偏光子保護フィルムが積層され、もう
一方の面に他の偏光子保護フィルムが積層されてなるものである場合、通常、本発明の偏
光子保護フィルムが外側（液晶セルと反対側）に配置され、他の偏光子保護フィルムが内
側（液晶セル側）に配置されるように、液晶セルに装着される。
【００８１】
（液晶セル側偏光子保護フィルム）
　液晶セル側偏光子保護フィルムを構成する樹脂としては、ポリカーボネート樹脂、ポリ
エーテルスルホン樹脂、ポリエチレンテレフタレート樹脂、ポリイミド樹脂、ポリメチル
メタクリレート樹脂、ポリスルホン樹脂、ポリアリレート樹脂、ポリエチレン樹脂、ポリ
スチレン樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、セルロースエステル、脂環式オレフィンポリマーな
どを挙げることができる。脂環式オレフィンポリマーとしては、特開平０５－３１０８４
５号公報又は米国特許第５１７９１７１号公報に記載されている環状オレフィンランダム
多元共重合体、特開平０５－９７９７８号公報又は米国特許第５２０２３８８号公報に記
載されている水素添加重合体、特開平１１－１２４４２９号公報（国際公開９９／２０６
７６号公報）に記載されている熱可塑性ジシクロペンタジエン開環重合体及びその水素添
加物等を挙げることができる。
【００８２】
　偏光子に液晶セル側偏光子保護フィルムを積層する方法に格別な制限はなく、例えば、
液晶セル側偏光子保護フィルムを必要に応じて接着剤などを介して偏光子と積層する一般
的方法を採用することができる。液晶セル側偏光子保護フィルムを偏光子に貼合する際の
接着剤としては、前述の活性エネルギー線硬化型接着剤を用いてもよいし、従来公知の接
着剤であってもよい。
【００８３】
　液晶セル側偏光子保護フィルムは、１ｍｍ厚における、４００～７００ｎｍの可視領域
の光線透過率が８０％以上、より好ましくは８５％以上、さらに好ましくは９０％以上の
材料で形成したものが好適である。
【００８４】
　本発明の偏光板は、本発明の偏光子保護フィルム、偏光子、及び液晶セル側偏光子保護
フィルム以外に、複屈折性を示すフィルムを液晶セル側偏光子保護フィルム側に積層され
たものであってもよい。この場合には、液晶セル側は光学的に等方であることが好ましく
、具体的にはＲｅは２０ｎｍ以下が好ましく、より好ましくは１０ｎｍ以下である。Ｒｔ
ｈはその絶対値が３０ｎｍ以下であることが好ましく、より好ましくは２０ｎｍ以下であ
る。なお、面内方向のレターデーションＲｅ、厚さ方向のレターデーションＲｔｈは、フ
ィルムの厚さをｄ（ｎｍ）とした際に、Ｒｅ＝（ｎx－ｎy）×ｄ、Ｒｔｈ＝（（ｎx＋ｎy
）／２－ｎz）×ｄで示される値である。ｎx、ｎyは面内主屈折率（ｎx≧ｎy）；ｎzは厚
み方向の屈折率；ｄは平均厚みである。
【００８５】
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　複屈折性を示すフィルムとしては、熱可塑性樹脂を含有するフィルムを延伸したもの、
無延伸の熱可塑性樹脂フィルム上に光学異方性層を形成したもの、熱可塑性樹脂を含有す
るフィルム上に光学異方性層を形成した後、さらに延伸したもの等を挙げることができる
。複屈折性を示すフィルムは、単層フィルムであっても、積層フィルムであってもよい。
【００８６】
　また液晶セル側偏光子保護フィルムとして前述のような複屈折性を示すフィルムを用い
てもよい。複屈折性を示すフィルムを液晶セル側偏光子保護フィルムとして用いた場合、
又は複屈折性を示すフィルムを液晶セル側偏光子保護フィルム側に積層した場合には、色
補償、視野角補償等の光学補償の機能を備え、液晶表示装置の視認性が向上する。
【００８７】
　また、本発明の偏光板はＪＩＳ　Ｋ５６００－５－４で示す鉛筆硬度試験（試験板はガ
ラス板）で「３Ｈ」以上の硬度を示すことが好ましく、「４Ｈ」以上の硬度を示すことが
より好ましい。
【００８８】
＜液晶表示装置＞
　本発明の偏光板と液晶セルとを組み合わせることで、本発明の液晶表示装置を製造する
ことができる。この液晶表示装置は、典型的には、光源と、入射側偏光板と、液晶セルと
、出射側偏光板とがこの順に、配置されてなるものである。本発明の偏光板は、少なくと
も当該装置の出射側に備えられるのがよい。なお、本発明の液晶表示装置には、さらに、
位相差板、輝度向上フィルム、導光板、光拡散板、光拡散シート、集光シート、反射板な
どを備えていてもよい。
【実施例】
【００８９】
　以下、実施例および比較例を示し、本発明をより詳細に説明する。なお、部及び％は特
に断りがない限り質量基準である。
【００９０】
（アクリル系樹脂）
　アクリル系樹脂として、メタクリル酸メチル／アクリル酸メチル＝９６％／４％の共重
合体を用いた。
【００９１】
（アクリル系弾性重合体Ａ）
　アクリル系弾性重合体粒子Ａとして、内層が、アクリル酸ブチルを主成分とし、さらに
スチレン及び少量のメタクリル酸アリルを用いて重合させ軟質の弾性体、外層が、メタク
リル酸メチルに少量のアクリル酸エチルを用いて重合させた硬質の重合体からなる２層構
造の弾性体粒子であって、弾性体の数平均粒径が７５ｎｍのものを用いた。
【００９２】
（アクリル系弾性重合体Ｂ）
　アクリル系弾性重合体粒子Ｂとして、最内層が、メタクリル酸メチルに少量のメタクリ
ル酸アリルを用いて重合させた硬質の重合体、中間層が、アクリル酸ブチルを主成分とし
、さらにスチレン及び少量のメタクリル酸アリルを用いて重合させた軟質の弾性体、最外
層が、メタクリル酸メチルに少量のアクリル酸エチルを用いて重合させた硬質の重合体か
らなる３層構造の弾性体粒子であって、弾性体の数平均粒径が２４０ｎｍのものを用いた
。
【００９３】
（偏光子の作製）
　厚さ７５μｍのポリビニルアルコール系樹脂フィルム（平均重合度：１７００、ケン化
度：９９．９モル％以上）に延伸倍率５倍で一軸延伸を施し、緊張状態に保ったまま、ヨ
ウ素およびヨウ化カリウムを含む水溶液（ヨウ素：ヨウ化カリウム：水＝０．０５：５：
１００（重量比））に６０秒間浸漬した。次にヨウ化カリウムおよびホウ酸を含む６５℃
の水溶液（ヨウ化カリウム：ホウ酸：水＝２．５：７．５：１００（重量比））に３００
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系樹脂で形成された偏光子を得た。
【００９４】
実施例１～３、比較例１～３
（偏光子保護フィルムの作製）
　アクリル系樹脂のペレットとアクリル系弾性重合体粒子Ａ又はＢとを、表１に示す割合
で溶融混練して、アクリル系樹脂組成物ペレットとした（実施例１～３、比較例１、２）
。アクリル系樹脂組成物のペレット（実施例１～３、比較例１、２）又はアクリル系樹脂
のペレット（比較例３）を、６５ｍｍφ一軸押出機に投入し、設定温度２７５℃のＴ型ダ
イを介して、押出しされたフィルムの両面がポリシングロール（金属ロール）に完全に接
するようにして冷却した。こうして、アクリル系樹脂からなる厚さ８０μｍの偏光子保護
フィルムを得た。なお、偏光子保護フィルムの厚さは、（株）ニコン製のデジタル測長器
“ＭＨ－１５Ｍ”を用いて測定した。
【００９５】
（偏光板の作製）
　偏光子の両面に、光カチオン重合型のエポキシ系接着剤又は光ラジカル重合型のアクリ
ル系接着剤を介して、偏光子保護フィルを貼り合わせ、積算光量３０００ｍＪ／ｃｍ2の
紫外線を照射し偏光板を得た。
【００９６】
（接着性の評価）
　得られた偏光板を１時間常温で放置した後、偏光子と保護フィルムとの間にカッターの
刃を入れ、刃を押し進めようとしたときの刃の入り方を以下の基準で評価した。
【００９７】
　○：カッターの刃が偏光子と保護フィルムとの間に入らない。
　×：カッターの刃が偏光子と保護フィルムとの間に入る。
【００９８】
【表１】
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　　　　 　　        FD25  FD47  FD48 
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